
令和２年（ネ）第７６号　安保法制違憲・国賠請求控訴事件

安保法制違憲国賠訴訟控訴審第５回期日

報 告 集 会 プ ロ グ ラ ム

2021 年 12 月 10 日（金）13:30 ～ 16:00

裁　判　の　報　告  代理人弁護士　福　田　　護

 代理人弁護士　棚　橋　桂　介

 代理人弁護士　古川（こがわ）健三

 証　　　　人　半　田　　滋

＜経過＞
１０：００～　裁判所前アピール行動
１１：００～　第５回口頭弁論　１０１号法廷 開廷
１２：００～　記者会見　* 後日動画配信予定
１３：３０～　報告集会　衆議院第二議員会館　*zoom 配信あり
１５：００～　原告集会　同上

※これからの裁判
２０２２年
女の会（地裁） 第１６回期日 　１月２８日 ( 金 ) 14：30【103 号法廷】
埼玉控訴審裁判 第１回期日 　２月　３日 ( 木 ) 14：30【101 号法廷】
国賠訴訟控訴審裁判  第６回期日 　２月　４日 ( 金 ) 14：00【101 号法廷】* 結審
差止訴訟控訴審裁判 第４回期日 　２月２２日 ( 火 ) 14：00【101 号法廷】
山梨控訴審裁判 第２回期日 　２月２５日 ( 金 ) 11：00  【101 号法廷】
群馬控訴審裁判  第３回期日 　３月１７日 ( 木 ) 15：00  【101 号法廷】

* 憲法学者　青井未帆氏証人尋問
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半田滋証人の再尋問について
* 2021 年 7 月 15 日提出「上申書」より

本件では、2021 年 4 月 26 日の第 2 回口頭弁論で、
半田滋証人の証人尋問が行われた。その後に裁判所
の構成が変わり、さらに本年 8 月に予定されている
裁判長の交代により、次回期日までに証人尋問の当
時から合議体の裁判官の過半数が尋問後に交代する
こととなる。

上記のように、本件は国際情勢の中での軍事技術的
問題を含む日本の防衛問題、それと新安保法制との関
係など、専門的知見に耳を傾ける必要性が格別に大き
い事件である。このことからする半田滋氏の証人尋問
の重要性に鑑みて、控訴人らは、8 月の裁判長交代後、
再尋問の申出を行う所存である。民事訴訟法 249 条 3
項の規定にしたがい、半田滋証人について、再尋問を
行っていただきたい。

半田滋（ジャーナリスト）
* 2020 年 6 月 10 日提出「証人尋問の必要性についての意

見書」より

半田滋氏（以下、半田氏）は、東京新聞の論説兼編
集委員で、現在まで３０年近く、一貫して防衛庁・防
衛省の取材を担当し、自衛隊の実態に精通している。
また、自衛隊の海外活動の取材のため、紛争地帯に長
期間滞在の経験もある。紛争地帯の現実とそこでの自
衛隊の活動を知る数少ないジャーナリストの一人であ
り、自衛隊の権限や活動、戦争・平和の問題に関して
多数の著作・論考を発表し、それらは研究者も引用す
るほどの信頼性の高いものである 。

また、紛争地域での経験を含む長年の取材活動によ
る豊富な専門的知見から、同氏は、複雑多岐にわた
る新安保法制法の条項が現実にどう適用され、日本
にとってどのように作用するのか・しているのかと
いう十分な知見を有し、その分析を行うことができ
る。原審判決において、新安保法制法の理解自体の
不十分さが露見した大きな理由は、新安保法制法が
対象とする事柄が、自衛隊の実態、武器や装備等に
ついての知見、紛争地帯の実情、国際情勢など、極
めて専門的で詳細な事柄にかかわり、それら事実に
ついての理解が容易ではないゆえであり、それにも
かかわらず専門家の証言に耳を傾けようとしなかっ
たゆえであると考えられる。

原審判決ではあえて半田意見書に触れ、同意見書は
全体として、アメリカによる戦争と、我が国による集
団的自衛権の行使を「二重に予測した上で」、我が国
が武力行使やテロ攻撃の対象となる旨の予測を述べる
ものであるなどと性格付け、アメリカの戦争だけでは
未だ日本の現実的危険ではない旨判示している。しか
し、アメリカの戦争に反対したことのない日本が、い
つでも参戦できる集団的自衛権行使容認等の法律を
作ったら、戦争の危険に恐怖を感じない方がおかしい
のではないか。日米の軍事に関わる関係性は、裁判所
が直接具体的に知ることが難しい事項であり、新安保
法制が自衛隊員や国民の命、我が国の平和に関わる重
要な問題であることに鑑みるならば、半田意見書の字
面を追うだけではなく、法廷でじっくり半田氏の知見
を得て真剣に審理し、その上で判断すべきであったは
ずである。

また、原審判決は、戦争やテロによる生命・身体の
危険があるというためには、「我が国が他国から武力
行使の対象とされている」とか「戦争やテロ攻撃のお
それが切迫し」ていることが必要だとしているが、こ
れでは戦争前夜、事態対処法の規定する武力攻撃予測
事態のような状況を要求するものであって、戦争にな
らなければ身の危険はないというに等しい。このよう
な非常識な判断をあえてするに至るのは、戦争やテロ
の実態を知らないからである。そのような事態が引き
起こされることがどれほどの恐怖であるか真摯に向き
合い、知見を得るために半田氏の証人尋問は不可欠で
ある。

当審では、半田氏の尋問を強く希望するものである。
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